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論文の内容の要旨 
 
岡野由実氏の博士論文は、「一側性難聴による聞こえの障害の実態と心理的負担感」について、
生涯発達学的な観点で検討したものである。その要旨は以下のとおりである。 
 
（目 的） 
近年の新生児聴覚検査の普及に伴い一側性難聴児は生下時に、両側性難聴と同程度の発生率
（1.7/1,000人）を示す（Yelverton, 2013他）ことが報告されている。これまで、音響学的観点で
は、一側性難聴により、騒音環境での音の回析効果や両耳の輻輳による音源定位が制約されて聴取
りに支障を来す（Harford,1967 他）と説明されているとした。しかし、耳科学的な観点では、小
児期の発達過程においては、良聴耳からの音情報の入力により日常的な聴取や言語発達への影響は
少ない（Colletti,1988,守本,2006）と、課題について看過されていることが少なくないと指摘した。  
そこで、著者は、一側性難聴児者において、生活場面での雑音下の聴取で生じうる心理的負担感
など、発達の各時期における、障害実態と心理面の課題に関する研究の必要性を指摘した。  
本研究では、5つの研究で構成し、１）一側性難聴による生活と活動を背景とした聞こえの障害
の実態について明らかにし、聞こえない場面での２）心理的負担感の発生の機序、および、３）対
応行動の形成の個人差について検討し、４）学童期の一側性難聴による障害実態のコホート調査を
踏まえて、５）障害認識の発達的な変容に関わる症例の類型と特徴を解析して、一側性難聴による
聞こえの障害の実態と心理的負担感の発生の機序について明らかにすることを目的としている。 
 
（方法） 
 著者は、第 3章で先行研究の動向について論考し、第 4章（研究 1）では、一側性難聴者 6名を
対象に、聞こえの障害に関する自由記述を得て、聴取の障害の実態と心理的な困難に関する主要概
念を抽出し、暫定版評価尺度を作成した。さらに難聴者支援の専門家 10 名にて内容妥当性を検討
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し、「一側性難聴者の聞こえの障害実態尺度」（3領域 30項目）改訂版を作成した。 
第 5章（研究 2）では、作成した尺度を用いて、成人一側性難聴者 135名に対し、聴取の障害の
実態と心理的な困難に関する調査を実施し、聞こえの障害に関する実態について検討し、共分散構
造モデルを用いて心理的負担感の発生機序に関するモデルを抽出した。 
第 6章（研究 3）では、一側性難聴者 4名について読話能力評価、面接調査と上記尺度評価を行
い、聴取場面での読話等対応行動が、聞こえの障害の困難感の軽減に及ぼす影響について検討した。  
第 7章（研究 4）では、首都圏 A県全域の公立小学校通常学級に在籍する一側性難聴児 73名と
両側軽度難聴児 38名、同学級健聴児を対照とし、学校適応（SIFFTER,2001）の状況と障害認識(難
聴児のみ)について検討した。学級担任と養護教員に評価（6領域 17項目）を依頼して検討した。  
第 8 章（研究 5）では、成人一側性難聴者 12 名に対し面接調査を行い、小児期から成人期に関
する後方視的叙述について SCAT 法（大谷,2007）を用いて質的研究を行い、一側性難聴者が聴取
の困難な場面で生じる心理的負担感の発生機序、および聞こえの障害の変化と障害認識の変容に関
する構造を示した。さらに数量化Ⅲ類を用いて対象者を類型化し、類型の特徴について事例的に検
討し妥当性を検証した。 
 
（結 果） 
1．一側性難聴の生活場面における聞こえについては、難聴側音源聴取、音源定位機能と比べ、生
活状況の騒音下聴取について最も障害が生じた。「聴取場面での聞き取り困難」、「対人関係での
会話理解」、「障害状況の認識」領域、および対人関係では他者への配慮の危惧や、会話理解不全
と阻害感、不安感などストレス状況に関する概念が生成された（研究 2）ことを示した。 
2．一側性難聴の叙述に基づいて概念を生成し、障害実態と心理的負担感に関する尺度（改訂版）
を作成した。さらに、一側性難聴による影響に関わる当該者による尺度標準値を得て、上記傾向
について因子分析等統計学的に検証した。 
3．一側性難聴による心理的負担感は、会話聴取不全な状況における消極的な対応行動で増大し、
対応行動の選択により軽減する傾向が示された（研究 2）。聴取困難場面における「自立的解消型」
「他者要請型」「消極的対応」の対応行動のカテゴリーが抽出され、一側性難聴においても、両
側性と同様に、読話等対応行動が、障害の困難感に及ぼす影響が明らかにされた。（研究 3） 
4. 心理的負担感は、音情報の「聴取困難場面」と「対人場面」での対話不全により発生し、とく
に前者では困難状況への「対応行動」、後者では対話不全の状況における「相手の反応」が起点
となり、葛藤状況と心理的負担感が発生する機序が示された（研究 5）。 
5．学童期には、一側性難聴により学校適応に関する明らかな影響について教師の指摘は見いだせ
なかった。両側軽度難聴児と比べた特徴として、一側性難聴児では難聴の自覚に乏しく、周囲へ
の難聴の開示に消極的な傾向を示し、障害認識や対応行動の形成等の課題が示された。（研究 4） 
6．一側性難聴者では、児童期から成人期にかけて情報の高次化と社会参加の拡大により聞こえの
障害場面は複雑化し、聴取困難状況が顕在化する傾向が指摘された。障害認識について、学童期
には自覚に乏しく、その後、成長とともに難聴に対する認識が深まり、友人関係や母親との関係
形成の影響を受けながら、一側性難聴者として自身を受け止めていく変容過程が指摘された。
（研究 5） 
7.数量化Ⅲ類により 4種の類型が抽出され、障害に関する積極的な認識（Y軸）と対応の積極性（X
軸）の 4象限で構成され、Ⅱ～Ⅳ類型におけるリハビリテーション課題に注目した家族と当事者
支援の有効性について指摘した。対応行動の形成と障害認識に着目して、生涯発達段階に応じた
支援が重要であると結論付けた。   
 
（考 察） 
本研究は、一側性難聴者の叙述による概念に基づいて聞こえの障害と障害認識に関わる評価尺度
を開発し、さらに、これまで医療施設など特定組織で登録されることがない一側性難聴児者を集約
して、その障害実態と構造について明らかにしたものである。さらに、本研究では、当事者の叙述
に関する質的研究手法を併用して、障害実態の発生と心理的負担感の関係を検討して、発生機序お
よび発達的変容について、論理的に構成した点に新奇性を有すると指摘した。 
また、聴取困難場面において、一側性難聴者が適切な対応行動をとれることは、聞こえの課題を
-３ 
解決する上で有用であり、さらに、対応行動をとるという行為によって自身の障害に対峙する認識
過程を伴う経緯から、支援に取り入れるべき視点として指摘した。以上の研究知見から、小児に対
しては学童期から聴取困難状況が顕在化する成人期に至るまでに、一側性難聴による聞こえの障害
の認識を促し、他児への難聴開示や場面に応じた対応行動を形成することの必要性を論じた。 
本論文で指摘した、生活場面での心理的負担感の発生と、負担感の軽減の機序についての実証資
料に基づいた支援の有効性が示唆されると結論した。 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
近年、新生児聴覚スクリーニング検査の普及により、出生直後の難聴の診断が行われ、一側性難
聴児の家族に対する支援体制の整備は喫緊の課題といえる。本研究では、未だ医療施設での登録等
組織化に至っていない一側性難聴児者を集約し、その実態について、定量的・質的研究手法を用い
て実証的に検討した。その結果、生涯発達段階に応じた障害の実態と心理的変容を明らかにし、支
援・助言の根拠となる有用な結論に至ったことから、優れた論文と高く評価できる。 
 
平成２９年１月２８日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を
求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定し
た。 
よって、著者は博士（リハビリテーション科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認め
る。 
 
